


























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































年800万円以下の部分 19％ 15％ （16.5％）
年800万円超の部分 25.5％ 25.5％ （28.05％）









































〔 た だ し 800 万
円 以 下 は 15 ％
（16.5％）〕
なし
認定 NPO 法人 収益事業課税 20％相当額 課税 25.5％（28.05%）
〔 た だ し 800 万










〔 た だ し 800 万
円 以 下 は 15 ％
（16.5％）〕
あり
特例民法法人 収益事業課税 20％相当額 非課税 19％（20.9％）
〔 た だ し 800 万

















非課税 25.5 ％（28.05 ％）
〔 た だ し 800 万





収益事業課税 なし 課税 25.5％（28.05%）
〔 た だ し 800 万






全所得課税 なし 税 25.5％（28.05%）
〔 た だ し 800 万






収益事業課税 なし 課税 25.5％（28.05%）
〔 た だ し 800 万





全所得課税 なし 課税 25.5％（28.05%）
〔 た だ し 800 万







































































































































































































































































































































































































































平成 18 年 5 月 26 日 公益法人制度改革関連 3 法の成立



































































































































































































































































































































































































































































































































主義の “呪縛” あるいは “迷信” にとらわれ
てきたといっても過言ではありません。冷静
になって見れば、今回成立した法人制度をみ
てもわかるように、準則主義が原則課税の呼
び水になり、一般法人＋公益法人といった二
階建ての「官製公益法人」の仕組みにつながっ
ている現実があります。
５　新非営利公益法人税制を検証する
　公益法人制度改革に際し、政府税調が、
2005（平成17）年6月17日に、『新たな非営
利法人に関する課税及び寄附金税制について
の基本的な考え方』（「政府税調案」）と題す
る中間報告書をまとめて公表しました。
　この報告書では、これまで、公益法人の本
来の事業には当然に税金がかからないとされ
− 40 −
石村　耕治
ていたものが、原則として税金がかかること
になり、公益認定が受けられた法人および届
出が受理された共益型非営利法人などに限り
非収益事業が例外的に “特典” として免税に
なる方向性を示唆されました。
⑴　所得課税にかかる非営利公益法人の類型
　新公益法人税制（税法）は、2008（平成
20）年4月30日に成立、公益法人改革関連３
法とともに、2008（平成20）年12月1日に実
施（施行）されました。新公益法人税制は、
公益法人制度改革関連３法（以下「法人法」）
とは異なる同じスタンスです。
　法人法では、①一般社団・財団法人＋②公
益社団・財団法人の二階建てです。一方、新
税制では、所得課税を行う前提として、まず
一般社団法人･財団法人で公益認定を取得し
た法人(①「公益社団・財団法人」)と、公益
認定のない法人（②「一般社団・財団法人」
に類別されました。
　さらに、①一般社団・財団法人は⒜「非営
利型法人」（公益法人等である一般社団・財
団法人）とそれ以外の⒝「営利型法人」（「特
定普通法人」）に類別されました。
　また、⒜非営利型法人は非営利性が徹底さ
れた法人（⒤「完全非分配法人」）、共益を図
るための法人（ⅱ「共益法人」）に区分され
ました。
⑵　非営利公益法人税制
　所得課税面では、公益社団・財団法人は、
公益目的事業＋公益目的事業に関連事業（収
益事業が公益目的事業に該当する部分を含
む）は非課税、収益事業（ただし、収益事業
が本来の事業に該当する部分を除く）は普通
法人並み課税です。
　一方、同じ所得課税面で、⒜非営利型法人
（公益法人等である一般社団・財団法人）に
ついては、本来の事業は免税、収益事業（収
益事業が本来の事業に該当する部分を含む）
は課税です。⒝営利型法人（普通法人である
一般社団・財団法人、特定普通法人）は全所
得が課税になります。
 
